
入 札 公 告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

平成２５年７月１６日 

独立行政法人環境再生保全機構 

 契約担当職理事  今井 辰三 

   

 

１．競争入札に付する事項 

（１）件名 「地球環境基金便り第３５号」の印刷製本・発送業務 

（２）仕様等  

入札説明書及び別添仕様書による。 

また、発送業務にはエコメール加工を含む。エコメール加工とは、封筒を使用せず、宛名

ラベルと封緘テープ（共に再剥離タイプ）を直接冊子に貼り付ける環境に配慮した簡易包装

をいう。 

（３）期間 契約締結日から平成２５年９月３０日（月） 

（４）入札方法  

 落札者の決定は、最低価格落札方式をもって行う。 

① 入札金額については、業務に要する一切の費用を含めた額とする。 

② 落札者決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５％に相当する額を加

算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるもの

とする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 105 分の 100 に相当

する金額を入札書に記載すること。 

 

２．競争参加資格 

（１） 独立行政法人環境再生保全機構契約事務取扱細則第４条及び第５条の規定（別紙参照）

に該当しない者であること。 

（２） 国の統一資格審査において、平成２５・２６・２７年度競争契約参加資格（全省庁統一

資格）の「物品の製造」の「その他の印刷類」において、平成２５年７月３０日（入札

日の前日）までに「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」又は「Ｄ」のいずれかの等級に格付けされた競争参

加資格を有する者であること。 

（３） 上記（２）の資格を有する者のうち、「資格審査結果通知書」の写しを平成２５年７月

３０日（入札日の前日）までに提出すること。（ＦＡＸ可） 

（４） 入札説明書の交付を受けた者であること。 

 



３．契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先等 

(１) 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先等 

〒２１２－８５５４ 

神奈川県川崎市幸区大宮町１３１０番 ミューザ川崎セントラルタワー８階 

独立行政法人環境再生保全機構 地球環境基金部 基金管理課  

e-mail ： c-kikinkanri@erca.go.jp 

電話  ： ０４４－５２０－９６０６ 

ＦＡＸ  ： ０４４－５２０－２１９０ 

（２）入札説明書の交付期間 

本公告の日から平成２５年７月２９日（月）の１７時００分までに、上記(1)の電子メ

ールアドレスに以下の必要事項を記入の上、連絡すること。後日、機構から入札説明書一

式のデータを交付する。 

   <必要事項> 

    メール件名：【入札説明書希望】「地球環境基金便り第３５号」の印刷製本・発送業務 

    本  文 ：①会社名 

           ②所属部署 

          ③担当者名 

          ④住所 

          ⑤電子メールアドレス 

          ⑥電話番号 

          ⑦入札説明書を希望する入札の名称 

 メールを送受信する環境が無い場合には、平成２５年７月２６日（金）までの平日の

１０時００分～１７時００分の時間帯（但し、１２時００分～１３時００分は除く）に、

上記(1)の連絡先にＦＡＸで上記必要事項を連絡すること。後日、機構からＦＡＸもしく

は郵送で入札説明書一式を交付する。 

 

４．競争執行の日時及び場所 

(１) 入札 

平成２５年７月３１日（水）  １０時００分から 

神奈川県川崎市幸区大宮町１３１０番 ミューザ川崎セントラルタワー８階  

独立行政法人環境再生保全機構 第３会議室  

(２) 開札 

入札終了後直ちに開札する。 

 

５．入札保証金に関する事項 

免除する。 

 



６．入札の無効 

入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は

無効とする。 

 

７．契約書作成の要否 

要 

 

８．契約情報の公表 

(１) 落札及び随意契約の公表 

  契約を締結したときは、後日、当該契約情報を当機構のホームページにおいて公表する。 

(２) 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」に伴う公表 

 独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平

成２２年１２月７日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を

する場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について、情報

を公開するなどの取組を進めるとされているところです。 

 これに基づき、以下のとおり、当機構との関係に係る情報を当機構のホームページで公表

することとしますので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、応札も若

しくは応募又は契約の締結を行っていただくようご理解とご協力をお願いします。 

 なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみなさせてい

ただきますので、ご了知願います。 

① 公表の対象となる契約先 

次のいずれにも該当する契約先 

１）当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること又は課長相

当職以上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、顧問等として再就職して

いること。 

２）当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めていること。 

※予定価格が一定の金額を超えない契約や光熱水費の支出に係る契約等は対象外。 

② 公表する情報 

   上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量、契約締結

日、契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表します。 

１）当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構ＯＢ）の人数、職名及び当

機構における最終職名 

２）当機構との間の取引高。 

３）総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、３分の１以上２分

の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２以上。 

４）一者応札又は一者応募である場合はその旨。 

 



③ 当方に提出していただく情報 

１）契約締結日時点で在職している当機構ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び当機

構における最終職名等）。 

２）直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当機構との間の取引高。 

④ 公表日 

契約締結日の翌日から起算して原則７２日以内（４月に締結した契約については原則９

３日以内）。 

（３）「資格停止措置等」の公表 

独立行政法人環境再生保全機構契約事務取扱細則第 5 条第 3 項の規定により資格停止

措置を受けた者は、資格停止業者名等を当機構ホームページにより公表します。 

 

９．落札者の決定方法 

 当機構が定める予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落札者

とする。 

 

１０．その他 

   詳細は入札説明書による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

○独立行政法人環境再生保全機構契約事務取扱細則（抄） 

平成 16年 4月 1日 

細則第 20号 

 

 （一般競争等に参加させることができない者） 

第 4 条 機構は、特別の理由がある場合を除くほか、当該契約を締結する能力を有しない

者及び破産者で復権を得ない者を、一般競争に参加させることができない。 

 

(一般競争等に参加させないことができる者) 

第 5 条 機構は、次の各号の一に該当すると認められる者を、その事実があった後、資格

停止期間を定めて一般競争等に参加させないことができる。ただし、以下の各号の二以上に

該当すると認められるとき、又は、極めて悪質な事由若しくは極めて重大な結果を生じさせ

たときは、一般競争等契約に参加させない期間を延長することができるものとする。これを

代理人、支配人その他の使用人として使用する者についても、また同様とする。 

(1) 契約の履行に当たり故意又は過失（瑕疵が軽微であると認められる場合を除く。）に

よって工事、製造若しくは調査を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正

の行為その他信義則に反した行為をした者 

(2) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るため

に連合した者 

(3) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

(4) 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

(5) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

(6) 前各号の一に該当する事実があった後、資格停止期間を経過しない者を、契約の履行

に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

2 契約担当職等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争等

に参加させないことができる。 

3 第１項の実施に関して必要な事項は、別に定めるものとする。 

 

 

別紙参考 



仕  様  書 
 

業務名：「地球環境基金便り第 35 号」の印刷製本・発送業務 

  

１． 印刷製本業務 

（１）業務内容 

① 「地球環境基金便り第 35 号」本体の印刷製本：35,000 部 

A4 判 16 頁（表紙・裏表紙を含む）・両面カラー印刷・中綴じ製本。 

（版下データ形式）Adobe InDesign CS5（作業マシン：windows XP） 

※PDF 入稿（完全データ） 

（紙質）【表紙・裏表紙】コート再生紙 A 判：86.5kg（菊判：93.5kg）  

        【本文】コート再生紙 A 判：57.5kg（菊判：62.5kg） 

② 〔別冊〕「平成 25 年度 地球環境基金助成金交付団体一覧」の印刷作成（レイアウト作

業を含む）・裁断及び差込み：35,000 部 

      A3 判中央折り（A4 判 4 頁相当）、両面カラー印刷、本体 P10・11 に差込み 

差込んだ時に端が本誌と揃うように数ミリ裁断する。 

（紙質）【別冊】コート再生紙 A 判：57.5kg（菊判：62.5kg） 

③ 払込取扱票、アンケートはがきの印刷作成（レイアウト作業を含む）：35,000 枚 

原稿は当基金より提供。 

単色両面印刷、本体ｐ14・15（見開きページ）下にミシン目入りの糊付け。 

（紙質）【払込取扱票】上質再生紙 四六判：70kg 

     【アンケートはがき】上質再生紙 四六判：135kg 

④ 送付状の印刷：8,578 枚 

送付状 a（7,048 枚）については B5 単色片面印刷。 

送付状 b、c（1,530 枚）については A4 単色片面印刷。 

いずれも再生紙を使用する。 

（２）業務実施条件  

① 用紙について 

 「国及び国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に基

づいた用紙を使用する。 

  ※【参考】グリーン購入について（環境省ホームページ）

http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/ 

② インクについて 

前①と同様にグリーン購入法に基づき、植物由来の油を含有したインキを使用する。 

 



③ 校正について 

・基金便り本体は、色校正（本紙校正）を 2 回行う。（最終校正については、当基金と

基金便りの制作委託先である廣告社株式会社で行う。） 

・アンケートはがきは本紙校正を、払込取扱票、送付状は、文字校正をそれぞれ 1 回

行う。 

 

２． 発送業務 

（１）業務内容 

①送付状及び地球環境基金便りの封入・梱包      

②発送（発送先及びその部数内訳は別紙の送付先一覧のとおり）  

（２）業務実施条件 

  ①発送について 

１）封入・梱包の方法 

    エコメール加工やその他の梱包等に必要な資材は、次のイ．の場合に使用する角 2 封

筒を除きすべて請負業者が調達すること。 

ア．1 部の場合 
封筒を使用せず、宛名ラベルと封緘テープ（共に再剥離タイプ）を直接冊子に貼
り付ける環境に配慮した簡易包装（エコメール※）とする。 
※封緘テープはテープタイプのものとし、丸いシールタイプのものは不可。テー
プのデザインについては指定しない。 

 
イ．3 部、10 部の場合 

当基金が提供する指定の角 2 封筒を使用する。 
 

ウ．20 部、30 部の場合 
      角 2 封筒（マチ付き）を使用する。 

 
エ．100 部以上の場合 

     ダンボールを使用する。 
200部の場合、100部ごとにクラフト紙で包み紐かけし、1箱200部で梱包する。 
 

２）送付状の封入方法 

別紙の送付先一覧を参照し、a、b、c（宛名入り）のうち該当する送付状を以下のよ

うに封入すること。 

ア．1 部の場合 
     基金便りの P2～3 の間に差し込む。 

イ．2 部以上の場合 
     1 梱包につき 1 枚の送付状を添える。 
 

    ３）送付先ラベル等について 
       ア．1 部の場合 
         再剥離タイプの宛名ラベルを使用する。 
         ※ラベル貼付位置の指定あり。 



      イ．3 部、10 部、20 部、30 部の場合 
         宛名ラベルを使用するか、封筒へ直接印字する。 
      ウ．100 部以上の場合 
         宅配業者の発送伝票を使用する。 
 

②当基金への納品について 

１）100 部ごとにクラフト紙で包み紐かけし、1 箱 200 部で梱包。 

２）9 月 2 日（月）午前中までに次のように 2 箇所へ納品する。 

①独立行政法人環境再生保全機構 地球環境基金部：300 部 

②当基金外部倉庫：3,000 部 

〔納品先〕〒279-0032 千葉県浦安市千鳥 12-13（tel.047-390-8511） 

     八光社梱包運輸株式会社 舞浜物流センター  

地球環境基金ご担当者様宛 

※備考欄に「地球環境基金便り第 35 号」○部在中と記載。 

３）発送業務完了後の基金便り（残：24 部程度）や角 2 封筒の残部については、 

まとめて当基金へ送付する。 

③その他 

１）発送先の電子データについては、個人情報保護のため、漏えい等の無いよう厳重に

取り扱うこと。 

２）業務実施期間中に宛先不明等で返送された分については、リスト（電子データ）を

作成し、発送物を整理の上、まとめて当基金へ送付すること。リストには、配達先区

分、住所、返送原因（転居先不明、受取拒否等）について明記すること。 

３）本業務実施に当っては、梱包資材や緩衝材等の使用を必要最低限にとどめるなど、 

業務全般において、可能な限り環境負荷の低減に資するよう努めること。 

 

３． 各業務に共通する実施条件 

（１）本業務に必要な物品の調達にあたっては、「国及び国等による環境物品等の調達の推進等

に関する法律」に基づき、あらゆる分野の環境負荷の低減に努めていく必要があるので、

可能な限り環境負荷の低減に資する環境物品等の調達を行い、別添１の資材確認票、別

添２のオフセット印刷工程における環境配慮チェックリスト様式を提出すること。  

（２）業務実施に当たっては機構担当者と協議を行いその承諾のもとに実施すること。 

 

 

 

 

 



４． データ等の引渡し 

以下のデータについて、当基金から 8 月 20 日（火）に提供予定 

・地球環境基金便り本体版下データ 

・発送先データ 

・払込取扱票原稿           

・アンケートはがき原稿        

・送付状データ(a、b、c) 

・角 2 封筒 

 

５． 業務実施期間 

契約締結日から平成 25 年 9 月 30 日（月） 

※ただし、印刷製本業務については 9 月 2 日（月）までに業務を完了すること。 

また、発送業務については 9 月 17 日（火）までに一斉に発送し、返送分のリストを 

実施期間内に提出すること。 

 

６． 支払い条件 

業務完了後の一括払い 



別紙

「地球環境基金便り第35号」送付先一覧

No. 配　　布　　先 件数 送付部数 計 梱包 送付状

1 自治体等 2,188 1 2,188

2 図書館　 1,665 1 1,665

3 社会貢献企業 364 1 364

4 ＪＣＢ等企業 18 1 18

5 金融機関 10 1 10

6 新聞社 95 1 95

7 環境関連学科設置大学　（大学） 252 1 252

8 環境関連専門学校（専門学校） 15 1 15

9 助成財団 21 1 21

10 業界団体 19 1 19

11 地域国際化協会 53 1 53

12 環境カウンセラー協議会 39 1 39

13 全国中小企業団体中央会（全中連） 47 1 47

14 全国商工団体連合会（全商連） 45 1 45

15 募金箱設置者 200 1 200

16 広報誌希望者 123 1 123

17 基金カード会員 164 1 164

18 運営・助成・評価委員（委員） 30 1 30

19 基金OB（OB） 22 1 22

マスコミ（テレビ・ラジオ局・新聞社・出版社） 396 1 396

社会貢献企業（日経新聞掲載） 133 1 133

助成団体(H25年度採択) 173 1 173 ※取材先除く

寄付者（H22.7～H25.6） 505 1 505

エネルギー環境見学施設① 432 1 432

送付部数１冊 7,009 7,009

20 環境省関係機関 32 3 96

21 省庁 6 3 18

22 都立中央図書館 1 3 3

送付部数３冊 39 117

23 NPOセンター 282 10 2,820

24 環境学習施設 154 10 1,540

25 温暖化防止センター 40 10 400

26 環境省直営ビジターセンター　（ビジターセンター） 41 10 410

エネルギー環境見学施設② 279 10 2,790

スポーツ施設 35 10 350

送付部数１０冊 831 8,310

商工会議所 514 20 10,280
角2封筒

（マチ付き） b

送付部数２０冊 514 10,280

27 休暇村 35 30 1,050 ※北海道1件、四国2件、九州4件

国民宿舎 110 30 3,300 ※北海道6件、四国9件、九州17件

環境学習拠点施設等 37 30 1,110 ※北海道2件、九州4件、沖縄1件

送付部数３０冊 182 5,460

28 国民公園協会（京都御苑） 1 100 100 ダンボール c（宛名入り）

送付部数１００冊 1 100

29,30 国民公園協会（本部：皇居外苑、新宿御苑） 2 200 400 ダンボール c（宛名入り）

送付部数２００冊 2 400

小　　　計（A 発送分） 8,578 31,676

【発送分：梱包内訳】
エコメール 7,009件
角2封筒 870件

角2封筒
（マチ付き）

696件

ダンボール 3件
計 8,578件 ※当基金および外部倉庫納品分を除く

納　品　先 件数 納品部数 梱包 送付状
B 当基金 1 324 ダンボール ※この内、200部は3/11（月）AM納品。

C 当基金外部倉庫 1 3,000

合　　　計（A+B+C） 8,580 35,000

角2封筒
（マチ付き）

c（宛名入り）

エコメール a

角2封筒 a

角2封筒 b







 

平成 25 年９月 

 

各 位 

 

「地球環境基金便り第３５号」送付のご案内 

 

地球環境基金事業につきまして、日頃から種々ご協力をいただき厚く御礼申し上げます。 

 この度「地球環境基金便り第３５号」を発行いたしましたので、ご送付申し上げます。 

本誌の特集テーマは、「環境保全活動に取組むシニア世代」です。環境保全活動に従事されている

シニア世代の方々の思い等をお伝えできれば幸いに存じます。 

 

地球環境基金では、地球温暖化防止、生物多様性の保全、循環型社会形成等に資す

る活動を重点配慮事項とし、低炭素社会の実現に向けた取組みなどに支援を行っています。  

 平成２５年度は、１９０件（一般助成１４２件、入門助成３６件、特別助成１２件）、総額６億２千４７７

万円の助成内定団体が決定いたしました。 

 

今後も環境問題の現状をしっかり踏まえ、真摯に地球環境基金事業を行ってまいりますので、引続

きご支援、ご協力を何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

 

              封筒のゴミを出さない、環境にやさしいグリーンエコメールを 

使用しております。宛名ラベルはきれいにはがせます。 

 

 

【問合せ先】独立行政法人環境再生保全機構 

                           地球環境基金部 基金管理課 

                             TEL：044-520-9606 

                             FAX：044-520-2190 http://www.erca.go.jp/jfge 

 

 

 

 

 

 

（送付状 a） 

http://www.erca.go.jp/jfge


 

 

 

平成 25 年９月 

 

各位 

 

 

「地球環境基金便り第 35 号」送付のご案内 

 

地球環境基金事業につきまして、日頃から種々ご協力をいただき厚く御礼申し上げます。 

さて、この度、「地球環境基金便り第 3５号」を発行いたしましたので、ご送付申し上げます。 

本誌の特集テーマは、「環境保全活動に取組むシニア世代」です。環境保全活動に従事され

ているシニア世代の方々の思い等を掲載いたしました。 

貴施設を訪れる方々のお目に留まるよう、館内の一角に設置していただけましたら幸いに

存じます。 

地球環境基金では、地球温暖化防止、生物多様性の保全、循環型社会形成等に資す

る活動を重点配慮事項とし、低炭素社会の実現に向けた取組みなどに支援を行っています。  

 平成２５年度は、１９０件（一般助成１４２件、入門助成３６件、特別助成１２件）、総額６億２

千４７７万円の助成内定団体が決定いたしました。 

 

一人でも多くの方々にこのような取組みを知っていただけるよう、今後も引続き広報誌等の

設置にご協力をお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

【問合せ先】独立行政法人環境再生保全機構 
                           地球環境基金部 基金管理課 

                             TEL：044-520-9606 
                             FAX：044-520-2190 

http://www.erca.go.jp/jfge 

 

（送付状ｂ） 

http://www.erca.go.jp/jfge


 

 
 

平成 25 年９月 

（例）国民宿舎○○ 御中 

 

 

「地球環境基金便り第３５号」送付のご案内 

 

地球環境基金事業につきまして、日頃から種々ご協力をいただき厚く御礼申し上げます。 

さて、この度、設置・頒布にご協力をいただいております「地球環境基金便り」について、第 3

５号を発行いたしましたので、ご送付申し上げます。本誌の特集テーマは、「環境保全活動に

取組むシニア世代」です。環境保全活動に従事されているシニア世代の方々の思い等を掲載

いたしました。お客様のお目に留まるよう、宿舎の一角に設置していただけましたら幸いに存じ

ます。 

地球環境基金では、地球温暖化防止、生物多様性の保全、循環型社会形成等に資する

活動を重点配慮事項とし、低炭素社会の実現に向けた取組みなどに支援を行っています。 

  平成２５年度は、１９０件（一般助成１４２件、入門助成３６件、特別助成１２件）、総額６億

２千４７７万円の助成内定団体が決定いたしました。 

一人でも多くの方々にこのような取組みを知っていただけるよう、今後も引続き広報誌等の

設置にご協力をお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】独立行政法人環境再生保全機構 

                           地球環境基金部 基金管理課 
                             TEL：044-520-9606 

                             FAX：044-520-2190 
http://www.erca.go.jp/jfge 

 

（送付状ｃ） 

http://www.erca.go.jp/jfge
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